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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第２四半期連結
累計期間

第47期
第２四半期連結
累計期間

第46期

会計期間
自平成26年５月21日
至平成26年11月20日

自平成27年５月21日
至平成27年11月20日

自平成26年５月21日
至平成27年５月20日

売上高 （千円） 10,885,457 11,289,303 21,918,499

経常利益 （千円） 2,044,250 1,719,444 3,816,798

親会社株主に帰属する四半期（当期）

純利益
（千円） 1,398,290 1,206,134 2,484,321

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,574,037 1,267,002 2,994,932

純資産額 （千円） 35,948,614 37,669,732 36,886,060

総資産額 （千円） 39,235,233 40,967,244 40,102,719

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 36.64 32.44 65.94

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 91.6 91.9 92.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 812,230 1,813,822 2,250,840

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 843,966 △750,378 599,109

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △2,513,245 △483,616 △2,996,375

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 6,172,651 7,590,769 6,989,113

 

回次
第46期

第２四半期連結
会計期間

第47期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成26年８月21日
至平成26年11月20日

自平成27年８月21日
至平成27年11月20日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 18.08 15.43

　　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

　　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

　　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としており

ます。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(１)業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国を始めとする新興国経済の減速を受けて輸出が減少し、

個人消費も伸び悩む中、先行き不透明な状況で推移しております。世界経済においては、米国は雇用や所得の改善

を背景に回復基調で推移しており、またヨーロッパでも景気の緩やかな回復が続いております。しかしながら、中

国経済の成長鈍化が顕在化してきており、影響が懸念される状況となってまいりました。

　当社グループが属するスイッチング電源の国内市場におきましては、拡大基調にあったスマートフォン等通信端

末の高機能化にともなう通信インフラ整備、半導体製造装置などの需要が一巡する中、医療機器需要増加のほか、

大気測定、排ガス計測等の環境関連機器向け計測機器の需要が引き続き、広がりを見せました。

　海外市場におきましては、中国経済の成長鈍化が懸念される中、米国、ヨーロッパ市場では制御機器、医療機

器、計測機器向けの需要が堅調に推移いたしました。一方、アジア市場においては、中国における制御機器を中心

とした一般産業機器全体の需要、韓国における半導体製造装置関連の需要が低迷してきております。

　このような情勢の中で当社グループは、営業－開発部門の連携を強化しつつ、新製品を軸とした成長業界・企業

への提案活動に注力してまいりました。

　新製品につきましては、ＤＩＮレール専用ＡＣ－ＤＣ電源「ＫＬシリーズ」、伝導冷却タイプＡＣ入力パワーモ

ジュール電源「ＴＵＮＳ７００」、デジタル通信機能付きＰＯＬ「ＢＲＤＳシリーズ」をそれぞれ市場投入いたし

ました。

　開発・生産面では、品質保証体制の再構築に取り組み、部品不良及び工程内不良の低減に注力してまいりまし

た。また、当社独自のパワー回路技術やデジタル制御技術・通信技術を開発し、新製品開発力の強化を推進すると

ともに、生産設備の自社開発や組立工程の品質・生産性の改善により、低コスト化技術力向上の活動に取り組んで

まいりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高は110億70百万円（前年同期比1.4％減）、

売上高は112億89百万円（同3.7％増）となりました。利益面におきましては、経費削減に努めてまいりましたが、

製品保証費用の計上により、経常利益は17億19百万円（同15.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は12億

６百万円（同13.7％減）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本生産販売事業

　日本国内では、医療機器向け需要が増加したほか、大気測定、排ガス計測、水質測定等の環境関連機器向け計

測機器の需要が堅調に推移いたしました。

　このような情勢の中、営業－開発部門の連携を強化し、新製品の拡販活動に注力するとともに、新規顧客の開

拓、重点顧客の深堀活動に取り組んでまいりました。

　この結果、外部顧客への売上高は、81億44百万円（前年同期比3.0％減）、セグメント利益は14億26百万円

（同20.6％減）となりました。

②北米販売事業

　米国では、個人消費や雇用環境の改善などを背景に回復基調が続き、制御機器を中心とした一般産業機器、医

療機器向けの需要が堅調に推移いたしました。

　このような情勢の中、新製品による新規プロジェクト獲得件数の増加と新規顧客の獲得に向けた新規販路の拡

大を重点に営業活動を展開し、新製品拡販と新規顧客開拓に注力してまいりました。

　この結果、外部顧客への売上高は、14億42百万円（前年同期比51.2％増）、セグメント利益は70百万円（同

88.2％増）となりました。

 

③ヨーロッパ販売事業
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　ヨーロッパでは、ギリシャ債務問題の再燃、ドイツにおいてもウクライナ問題等の影響はあるものの、景況は

緩やかな回復基調をみせ、制御機器、計測機器関連の需要が回復してまいりました。

　このような情勢の中、ヨーロッパ市場における販売ネットワークの整備に取り組み、新製品拡販と新規顧客開

拓に注力してまいりました。

　この結果、外部顧客への売上高は、４億26百万円（前年同期比16.6％増）、セグメント利益は６百万円（前年

同期はセグメント損失19百万円）となりました。

 

④アジア販売事業

　中国では、ＧＤＰ成長率の鈍化が顕在化し、制御機器を中心とした一般産業機器市場における需要減少が一段

と顕著になりました。また韓国では、設備投資の回復が見られず、中国経済低迷の煽りを受け、輸出関連プロ

ジェクトが停滞するなど低調に推移いたしました。

　このような情勢の中、中国においては、現地（無錫コーセル）生産品の拡販を通した制御機器市場の開拓とパ

ワーモジュール新製品の拡販活動に注力してまいりました。

　この結果、外部顧客への売上高は、12億75百万円（前年同期比9.2％増）、セグメント利益は61百万円（同

6.2％減）となりました。

 

⑤中国生産事業

　中国生産事業においては、日本を含むアジア諸国の顧客による工場監査・工場見学が増加しており、これに伴

う品質管理体制の改善と強化を進めてまいりました。また、生産ラインの増強も進め、下期からの稼働を目標に

準備しております。

　この結果、セグメント間の内部売上高は４億77百万円（前年同期比117.9％増）、セグメント利益は68百万円

（同354.3％増）となりました。

 

(２)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ６億１百万円増加し、75億90百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、18億13百万円（前年同期比123.3％増）となりました。これは主に、税

金等調整前四半期純利益17億18百万円（同21.1％減）に加え、減価償却費３億93百万円（同13.3％増）、売

上債権の減少額１億43百万円（前年同期は増加額３億81百万円）、たな卸資産の減少額１億16百万円（前年

同期は増加額２億37百万円）、製品保証引当金の増加額１億14百万円（前年同期は減少額39百万円）、仕入

債務の増加額96百万円（前年同期比18.2％減）を計上した一方で、法人税等の支払額６億85百万円（同

29.7％減）があったことを反映したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、７億50百万円（前年同期は得られた資金８億43百万円）となりました。

これは主に、投資有価証券の償還による収入16億50百万円（同28.3％減）がありましたが、投資有価証券の

取得による支出20億34百万円（同56.4％増）、有形固定資産の取得による支出３億66百万円（同26.1％増）

があったことを反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、４億83百万円（前年同期比80.8％減）となりました。これは、配当金の

支払額４億83百万円（同4.3％増）であります。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、72百万円であります。なお、研究

開発費は、電源等の基礎研究費用であり、新製品開発に係る費用は含んでおりません。

当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年11月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年12月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,212,000 37,212,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 37,212,000 37,212,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年８月21日～

平成27年11月20日
－ 37,212,000 － 2,055,000 － 2,288,350
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（６）【大株主の状況】

  平成27年11月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

飴　久晴 富山県富山市 4,421 11.88

ステート　ストリート　バンク　

アンド　トラスト　カンパニー

（常任代理人　香港上海銀行東京

支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

4,057 10.90

買場　清 富山県富山市 3,311 8.90

若土　征男 富山県富山市 2,615 7.03

RBC IST 15 PCT NON LENDING

ACCOUNT                    

 (常任代理人　シティバンク銀行

株式会社)

 

7TH FLOOR, 155 WELLINGTON STREET WEST

TORONTO, ONTARIO, CANADA, M5V 3L3

（東京都新宿区新宿６丁目27－30）

 

1,180 3.17

みずほ信託銀行株式会社　退職給

付信託　北陸銀行口　再信託受託

者　資産管理サービス信託銀行株

式会社

 

東京都中央区晴海１丁目８－12　晴海アイ

ランド　トリトンスクェア　オフィスタ

ワーＺ棟

 

1,117 3.00

コーセル取引先持株会 富山県富山市上赤江町１丁目６－43 793 2.13

森山　昭夫 富山県富山市 711 1.91

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８－11 691 1.86

町野　利道 富山県富山市 679 1.83

計 － 19,578 52.61

（注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は330千

株であります。なお、それらの内訳は、年金信託設定分57千株、投資信託設定分273千株となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年11月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

　議決権制限株式（自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     32,700 － －

　完全議決権株式（その他） 普通株式 37,167,100 371,671 －

　単元未満株式 普通株式     12,200 － －

　発行済株式総数 37,212,000 － －

総株主の議決権 － 371,671 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数２個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

平成27年11月20日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

コーセル株式会社
富山県富山市上赤江

町１－６－43
32,700 ― 32,700 0.09

計 － 32,700 ― 32,700 0.09

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株あります。な

お、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年８月21日から平

成27年11月20日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年５月21日から平成27年11月20日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年５月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年11月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,843,371 2,837,015

受取手形及び売掛金 7,270,654 7,136,006

有価証券 6,896,502 6,354,264

商品及び製品 727,634 685,334

仕掛品 55,961 61,369

原材料及び貯蔵品 1,735,858 1,660,636

繰延税金資産 315,147 324,020

その他 235,055 241,934

貸倒引当金 △3,960 △3,698

流動資産合計 20,076,225 19,296,881

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,571,192 3,571,814

減価償却累計額 △2,528,867 △2,568,411

建物及び構築物（純額） 1,042,324 1,003,402

機械装置及び運搬具 5,559,383 5,869,964

減価償却累計額 △4,362,908 △4,465,366

機械装置及び運搬具（純額） 1,196,474 1,404,597

工具、器具及び備品 5,344,605 5,385,470

減価償却累計額 △4,851,986 △4,950,829

工具、器具及び備品（純額） 492,618 434,640

土地 1,119,440 1,119,440

建設仮勘定 2,621 6,106

有形固定資産合計 3,853,480 3,968,188

無形固定資産   

ソフトウエア 87,123 76,072

その他 17,585 16,388

無形固定資産合計 104,708 92,460

投資その他の資産   

投資有価証券 16,001,421 17,541,700

破産更生債権等 2,403 -

繰延税金資産 2,801 2,582

その他 64,081 65,430

貸倒引当金 △2,403 -

投資その他の資産合計 16,068,304 17,609,714

固定資産合計 20,026,493 21,670,362

資産合計 40,102,719 40,967,244
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年５月20日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年11月20日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 917,559 1,025,767

未払金 251,341 385,017

未払法人税等 676,109 551,893

賞与引当金 346,439 289,334

製品保証引当金 204,000 318,000

その他 475,038 382,624

流動負債合計 2,870,487 2,952,636

固定負債   

退職給付に係る負債 110,480 115,259

繰延税金負債 33,290 37,715

その他 202,400 191,900

固定負債合計 346,171 344,875

負債合計 3,216,659 3,297,511

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,055,000 2,055,000

資本剰余金 2,288,350 2,288,350

利益剰余金 34,215,782 32,647,384

自己株式 △2,332,879 △41,677

株主資本合計 36,226,253 36,949,057

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 419,733 424,454

為替換算調整勘定 289,827 310,516

退職給付に係る調整累計額 △59,696 △29,848

その他の包括利益累計額合計 649,864 705,122

非支配株主持分 9,942 15,552

純資産合計 36,886,060 37,669,732

負債純資産合計 40,102,719 40,967,244
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成26年11月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成27年11月20日)

売上高 10,885,457 11,289,303

売上原価 7,442,445 7,586,181

売上総利益 3,443,011 3,703,121

販売費及び一般管理費 ※ 1,539,336 ※ 2,059,148

営業利益 1,903,675 1,643,973

営業外収益   

受取利息 45,454 34,677

受取配当金 19,516 23,165

為替差益 51,064 5,153

受取補償金 1,960 6,220

その他 23,238 6,292

営業外収益合計 141,233 75,509

営業外費用   

自己株式取得費用 391 －

その他 266 38

営業外費用合計 657 38

経常利益 2,044,250 1,719,444

特別利益   

固定資産売却益 35 137

投資有価証券売却益 38,874 －

投資有価証券償還益 111,540 －

特別利益合計 150,450 137

特別損失   

固定資産売却損 37 10

固定資産除却損 1,803 1,456

投資有価証券売却損 12,552 －

投資有価証券評価損 1,353 －

特別損失合計 15,747 1,467

税金等調整前四半期純利益 2,178,953 1,718,113

法人税、住民税及び事業税 706,899 527,038

法人税等調整額 72,066 △20,844

法人税等合計 778,965 506,194

四半期純利益 1,399,987 1,211,919

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,697 5,784

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,398,290 1,206,134
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成26年11月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成27年11月20日)

四半期純利益 1,399,987 1,211,919

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 72,420 4,720

為替換算調整勘定 102,192 20,514

退職給付に係る調整額 △563 29,848

その他の包括利益合計 174,049 55,083

四半期包括利益 1,574,037 1,267,002

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,571,722 1,261,393

非支配株主に係る四半期包括利益 2,314 5,609
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成26年11月20日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成27年11月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,178,953 1,718,113

減価償却費 347,671 393,992

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,280 △2,718

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,148 △57,105

製品保証引当金の増減額（△は減少） △39,818 114,000

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 391 49,141

受取利息及び受取配当金 △64,971 △57,842

為替差損益（△は益） △53,642 843

有形固定資産売却損益（△は益） 2 △126

有形固定資産除却損 1,803 1,456

投資有価証券評価損益（△は益） 1,353 －

投資有価証券売却損益（△は益） △26,321 －

投資有価証券償還損益（△は益） △111,540 －

売上債権の増減額（△は増加） △381,291 143,284

破産更生債権等の増減額（△は増加） － 2,403

たな卸資産の増減額（△は増加） △237,602 116,048

仕入債務の増減額（△は減少） 117,612 96,244

その他 △30,268 △80,923

小計 1,710,760 2,436,811

利息及び配当金の受取額 75,360 62,029

法人税等の支払額 △973,890 △685,019

営業活動によるキャッシュ・フロー 812,230 1,813,822

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △290,615 △366,375

有形固定資産の売却による収入 123 826

投資有価証券の取得による支出 △1,300,290 △2,034,214

投資有価証券の売却による収入 189,018 －

投資有価証券の償還による収入 2,300,000 1,650,000

その他 △54,269 △615

投資活動によるキャッシュ・フロー 843,966 △750,378

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △2,049,391 －

配当金の支払額 △463,854 △483,616

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,513,245 △483,616

現金及び現金同等物に係る換算差額 86,018 21,828

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △771,030 601,656

現金及び現金同等物の期首残高 6,943,681 6,989,113

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,172,651 ※ 7,590,769
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載する方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年５月21日
　　至 平成26年11月20日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年５月21日
　　至 平成27年11月20日）

貸倒引当金繰入額 1,280千円 △315千円

給料 419,016 419,399

賞与引当金繰入額 74,774 58,038

製品保証費 143,246 378,626

製品保証引当金繰入額 △39,818 114,000

退職給付費用 25,215 31,393

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年５月21日
至　平成26年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年５月21日
至　平成27年11月20日）

現金及び預金勘定 2,627,791千円 2,837,015千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △300,000 △300,000

有価証券勘定のうちＭＭＦ・ＦＦＦ 3,844,859 5,053,754

現金及び現金同等物 6,172,651 7,590,769
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年５月21日　至　平成26年11月20日）

１．配当金支払額

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額

（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月30日

取締役会
普通株式 464,152 12 平成26年５月20日 平成26年７月23日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額

（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月10日

取締役会
普通株式 483,331 13 平成26年11月20日 平成27年２月３日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成26年９月11日開催の取締役会において、会社法第165条第３項に読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、実施いたしました。この結果、自己株式

は、単元未満株式の買取による増加を含め、当第２四半期連結累計期間において2,049,000千円増加し、

当第２四半期連結会計期間末において2,332,761千円となっております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年５月21日　至　平成27年11月20日）

１．配当金支払額

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額

（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月29日

取締役会
普通株式 483,330 13 平成27年５月20日 平成27年７月21日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 

（決議）
株式の種類

配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額

（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年12月14日

取締役会
普通株式 483,330 13 平成27年11月20日 平成28年２月２日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成27年７月28日開催の取締役会決議に基づき、平成27年８月12日付で自己株式1,800,000株

の消却を実施いたしました。これにより、当第２四半期連結累計期間において利益剰余金及び自己株式が

それぞれ2,291,202千円減少しております。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末における利益剰余金が32,647,384千円、自己株式が41,677千円

となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年５月21日　至　平成26年11月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
日本生産
販売事業

北米販売
事業

ヨーロッパ
販売事業

アジア販売
事業

中国生産
事業

合計

売上高         

外部顧客への売
上高

8,398,370 954,213 365,589 1,167,283 － 10,885,457 － 10,885,457

セグメント間の
内部売上高

1,832,926 － － － 219,399 2,052,325 △2,052,325 －

計 10,231,296 954,213 365,589 1,167,283 219,399 12,937,782 △2,052,325 10,885,457

セグメント利益
又は損失(△)

1,796,629 37,674 △19,032 65,824 14,998 1,896,094 7,580 1,903,675

（注）１．セグメント利益又は損失(△)の調整額7,580千円は、セグメント間の取引消去6,756千円及び棚

卸資産の未実現損益の消去824千円であります。

２．各報告セグメントのセグメント利益又は損失(△)の合計と調整額の合計は、四半期連結損益計

算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年５月21日　至　平成27年11月20日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
日本生産
販売事業

北米販売
事業

ヨーロッパ
販売事業

アジア販売
事業

中国生産
事業

合計

売上高         

外部顧客への売
上高

8,144,918 1,442,829 426,319 1,275,234 － 11,289,303 － 11,289,303

セグメント間の
内部売上高

2,356,196 － － 173,148 477,997 3,007,342 △3,007,342 －

計 10,501,115 1,442,829 426,319 1,448,383 477,997 14,296,645 △3,007,342 11,289,303

セグメント利益 1,426,411 70,892 6,349 61,765 68,140 1,633,559 10,413 1,643,973

（注）１．セグメント利益の調整額10,413千円は、セグメント間の取引消去24,661千円及び棚卸資産の未

実現損益の消去△14,247千円であります。

２．各報告セグメントのセグメント利益の合計と調整額の合計は、四半期連結損益計算書の営業利

益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年５月21日
至　平成26年11月20日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年５月21日
至　平成27年11月20日）

１株当たり四半期純利益金額 36円64銭 32円44銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,398,290 1,206,134

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（千円）

1,398,290 1,206,134

普通株式の期中平均株式数（千株） 38,157 37,179

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

 平成27年12月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　①　中間配当による配当金の総額 ……………… 483,330千円

　②　１株当たりの金額 …………………………… 13円

　③　支払請求の効力発生日及び支払開始日 …… 平成28年２月２日

　　　　   （注）平成27年11月20日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年12月25日

コーセル株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 土肥　　真　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　敏裕　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコーセル株式会

社の平成27年５月21日から平成28年５月20日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年８月21日から平成

27年11月20日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年５月21日から平成27年11月20日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コーセル株式会社及び連結子会社の平成27年11月20日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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